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 2024 年 3 月 18 日 

―熊本県、鹿児島県でも取扱開始― 

次世代ワークスタイル応援私募債「ミライへの路
みち

」の取扱地域の拡大について 

～企業の働き方改革や採用活動などを支援します～ 

西日本シティ銀行（頭取 村上 英之）は、企業の働き方改革※1を支援する「次世代ワークス

タイル応援私募債『ミライへの路』」（以下「本私募債」）」の取扱地域を、福岡県に続き     

『熊本県』および『鹿児島県』に拡大しますので、お知らせします。 

本私募債は、当行および社会保険労務士会（以下「社労士会」）が発行企業の働き方改革への

取組みに対する KPI※2 を策定段階から支援するとともに、KPI の達成に 

向けて 3 年間にわたってフォローする仕組みを付帯した社債です。 

また、当行は株式会社日本格付研究所（以下「JCR」）と共同で発行企業

を「働き方改革に取り組む企業」に認定し、社内外への PR に活用できる

“働き方改革宣言書”を発行します。 

本私募債は、2022 年 9 月から福岡県内限定で取扱いを始め、現在まで  

発行件数 29 件・発行額約 20 億円と多くのお客さまにお取組みいただき   

ました。この度、福岡県外のお客さまからのご要望にお応えし、本私募債の取扱いを熊本県  

および鹿児島県に拡大します。 

 当行は、今後もさまざまなニーズに応じた金融商品・サービスの提供により、お客さま起点

の“One to One ソリューション”の提供に取り組んでまいります。 

※1 働き方改革とは、働く方の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実現し、   

働く方一人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすることを目指した取組みです。 

※2 KPI とは、Key Performance Indicator の略で目標を達成する上で、その達成度合いを計測・監視する        

ための定量的な指標のことです。 

 

記 

１．取扱概要 

商 品 名 次世代ワークスタイル応援私募債「ミライへの路」 

対 象 企 業 

以下の要件をいずれも満たす企業 

・福岡県、熊本県および鹿児島県に本社を置く企業 

・働き方改革に積極的に取り組みたい企業 

・当行所定の基準を満たす企業 

発 行 金 額 
銀 行 保 証：5,000 万円以上（1,000 万円単位） 

信用保証協会保証：5,000 万円以上 5 億 6,000 万円以内（1,000 万円単位） 

期  間 
銀 行 保 証：3 年以上 5 年以内 

信用保証協会保証：3 年以上 7 年以内 

償 還 方 法 期日一括償還、6 か月毎の定時償還 

取 扱 店 福岡県内店舗、熊本営業部、八代支店、鹿児島支店 

取 扱 開 始 日 
鹿児島支店：2024 年 2 月 5 日 

熊本営業部、八代支店：2024 年 3 月 18 日 

第三者評価機関 

本私募債のスキームおよび導入効果は、「企業の雇用に係るインパクト

創出」により地域経済活性化を図るものとして、株式会社日本格付  

研究所（以下、「JCR」）から評価を取得しています。 
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２．本私募債発行のスキーム 

  

① 当行が本私募債の提案を行い、発行企業（お客さま）が私募債発行を決定します。 

② 当行、社労士会および発行企業の三者で人材面の課題や働き方改革への取組みに  

ついて協議し、発行企業が KPIを設定します。 

③ 発行企業（お客さま）が本私募債を発行し、当行が引受けます。 

④ 当行と JCR が共同で発行企業（お客さま）に「働き方改革宣言書」を発行します。 

⑤ 当行と社労士会が年 1 回（3 年間）、KPI達成状況のモニタリングを実施します。 

■参考：業務連携先の概要と連携内容 

企業名・

団 体 名 
株式会社日本格付研究所 

熊本県社会保険   

労務士会 

鹿児島県社会保険  

労務士会 

所 在 地 

東京都中央区銀座 

5 丁目 15 番 8 号    

時事通信ビル 10 階 

熊本県熊本市中央区 

細工町 4 丁目 30 番 1 号 

扇寿ビル 5F 

鹿児島県鹿児島市  

鴨池新町 6 番 6 号   

鴨池南国ビル 11 階 

事業内容 

国内外で発行・流通する

債券、企業等の包括的な

債務返済能力等に対する

（信用）格付、証券化  

商 品 な ど の ス ト ラ ク  

チャード・ファイナンス、

サステナブルファイナン

スに係る評価、その他 

調査研究・情報提供等を

行う。 

社会保険労務士（労働・社会保険に関する法律に 

精通し、適切な労務管理その他労働社会保険に  

関する指導を行い得る専門家）制度の目的である

「事業の健全な発達と労働者等の福祉の向上」を 

実践し、「人を大切にする企業づくり」を支援  

する。 

連携内容 

本私募債のスキームに対

する KPI 評価 

発行企業が設定する働き方改革に係る目標設定

のサポートおよび目標に対する達成状況の     

モニタリング 

以 上 

本件に関するお問い合わせ先 

法人ソリューション部 城戸・久保山 TEL092-476-2741 


